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研究成果の概要（和文）：  本研究は，持続可能な経済発展をめざす国際的コンセンサスにより，環境保全活動
を経営目的に組み込んだ「環境経営」が強く求められていることを受け，環境と経済を両立する企業とそうでな
い企業には，組織内の文化次元等に差異がみられるという仮説のもと，環境保護文化という新たな概念を中核に
据えて，定量的方法および定性的方法により，経済面での成果と環境面での成果の因果関係を考察している．3
か年の研究期間内に，質問紙票（アンケート）調査とパネルデータの回収，分析，そしてインタビュー調査と言
説分析を用いた結果の考察をおよそ終えることができ，概ね当初の計画を遂行したといえる．

研究成果の概要（英文）：Following the fact that firms are required “environment management” to 
incorporate environmental conservation activity in their management purpose by international 
consensus aiming at sustainable economic development, this study set the causation of hypothesis 
that there is a difference of cultural dimension in firms whether they are balancing between 
minimizing environmental impacts and maintaining corporate growth or not. Further, the study fixed a
 new concept of “environmental protection culture” to examine the causal mechanism of environment 
management through the quantitative and qualitative analysis. Within the study period of three 
years, it can be said that we accomplished almost all of original plan because we finished the whole
 investigation through questionnaire design, panel data collection, shallow and deep quantitative 
analysis, interviews of firms and the qualitative analysis by discourse analysis.

研究分野：経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 
今日，実務者間のみならず研究者間でも
「環境経営」という用語が盛んに用いられる
ようになった．その背景には，大量採取，大
量生産，大量消費，大量廃棄という社会経済
システムが，生態系の破壊，有害物質や廃棄
物による土壌・水・大気の汚染など様々な形
で地球の劣化を招いてきたことへの警告が
ある．同時に，1960 年代から 1970 年代に米
国を中心に立ち上がった環境保護主義の時
代には，環境問題の原因を，共有財産的性格
をもつ自然資源の濫用にあるとするもの，科
学技術発達の誤った方向付けにあるとする
ものなどがみられ，環境保護運動の大衆化を
推し進めたことなどがある． 
もっとも，地球環境問題が重要課題の一つ
という認識は日本の実務者間に共有されつ
つあるとしても，企業の環境保護の動機は
様々であり，具現化された活動も多様なレヴ
ェルにあると言ってよい．その理由の一つは，
環境経営の定義が未だ曖昧であり，組織の環
境保全活動を総合的に評価する際の尺度，メ
カニズムの解明が未発達であることが大き
いといえよう．こうした問題意識から本研究
は，環境経営の度合いを測定する指標の一つ
として，組織メンバーに共有された環境保護
に対する価値，信念の度合い（文化次元）な
どを用い，この価値尺度と Michael Eugene 
Porter の仮説（以下，Porter 仮説）と呼ばれ
る環境と経済の両立のメカニズムを紐解く
ことを着想した． 

 
２．研究の目的 

 
本研究は，持続可能な経済発展をめざす国
際的コンセンサスにより，環境保護活動を経
営目的に組み込んだ「環境経営」が強く求め
られていることを受け，環境と経済の両立の
メカニズムについて考察することを目的と
している．その際，環境と経済を両立する組
織とそうでない組織には，外部のタスク環境
次元，組織内の文化次元，構造次元および戦
略次元に差異がみられるという仮説のもと，
特に組織内に共有された文化次元を中心に
据えながら，経済面での成果と環境面での成
果の因果関係を考察するのが本研究の最終
目的である． 
 
３．研究の方法 
 
 本研究は，質問紙票（アンケート）調査を
通じたパネルデータの収集および，統計解析
ソフト SPSS を用いたデータ解析という定量
的調査のみならず，民間企業の経営者，管理
者等に対するインタビュー調査および，収集
した言説の分析（discourse analysis）を通じて
の定性的調査を組み合わせながら，総合的に
考察を進めている． 
 

４．研究成果 
 

4-1．《平成 26年度》の取り組みと成果 
当該年度は，最終目的を達成するうえでの
準備段階として，主に 4つの取り組み事項を
掲げた．これは，①先行研究をまんべんなく
精査し，分析のための理論仮説および分析方
法を特定化すること，②環境経営の先進事例
として複数社に予備的調査を行うこと，③質
問紙票（アンケート）を設計すること，④デ
ータ解析用の SPSS に精通すること，であっ
た．これらの計画に照らし合わせるなら，平
成 26 年度に③を除くすべての項目で概ね遂
行することができた．しかしながら，③につ
いては複数社への予備的調査の結果，構造次
元における一形態であるネットワーク組織
（在宅勤務等による自律分散型組織）におい
て，特に温暖化対策効果が進展していること
などが判明したためである．このように予備
的調査によって抽出した自律分散型組織形
態をいかに本研究に組み込むか，つまり構造
次元と組織特性の関係をどのような枠組み
で分析するかという課題が生じたことから，
質問紙票の確定を延期することとなった． 
一方で，平成 27 年度以降に計画していた
国内外の学会発表や学会誌での成果の公表
については，充分に前倒しで行うことができ
た．この点については高く評価できるものと
いえる[例えば，雑誌論文：7～10，学会発表：
8]．なかでも，これまで組織論では外部環境
＝社会環境と取り扱われてきた背景を学説
史を通じて考察しつつ，今日の企業は社会環
境のみならず自然環境を同等に戦略策定に
組み込むべきとする視点を，Frederick Emery
と Eric Trist の因果の図式を発展的に修正し
ながらモデルとして提案した[雑誌論文：8]
ほか，上場企業等におけるリサイクル事業が
一定の成果をもたらす際の組織特性を考察
するなどした[学会発表：8]． 
総括すると，平成 26 年度の成果は，①国
内外の環境経営および組織論，言説分析等の
先行研究を精力的に収集・レビューを行い，
「仮説と分析方法の特定化」をおよそ実施す
ることができたこと，②上場企業（建設，IT）
など複数社へ予備的調査を行い，環境保全を
推進する技術・サービスの導入と確立のプロ
セスについての知見を得たこと，③多変量解
析を行うレヴェルにまで SPSS Statistics の習
熟度を高めることができたこと，④平成 27
年以降に主に計画していた成果の国内外の
学会等での公表を前倒しで実施しつつ，戦
略・構造・文化についての因果関係を考察す
る際のフレームワークの修正の必要性を受
けて，その方向性を示したこと，などがある． 
 

4-2.《平成 27年度》の取り組みと成果 
当該年度は，最終目的を達成するための本
格的な展開段階として，主に 5つの課題に取
り組むことを事前に計画しており，これらは，
①質問紙票（アンケート）の確定，②質問紙



票調査の実施，③SPSS Statisticsを利用した回
収データの解析，④インタビュー調査および
言説分析を用いた考察，⑤国内外での成果発
表，であった．これらに照らし合わせるなら
ば，概ね遂行することができたといえる．ち
なみに，①および②については，当初計画か
ら若干の方向修正を行っている．そこでは別
途，我々が獲得した学内助成金を充当して実
施した四国域内の建設業およびサービス業
への調査票送付，回収によるものが相当する．
国の政策としての地方創成を踏まえるなら
ば，当初，立案した全国レヴェルの調査・考
察よりも地域特性を浮き彫りにし，環境と経
済の両立に影響を及ぼす組織メカニズムを
局地的に把握するほうがより意義深いので
はないかと判断したからである．各々の取り
組みの詳細を以下に記す． 
 まず，①から③については，我々が四国 4
県の建設業およびサービス業への質問紙票
調査を通じて回収したパネルデータ（有効回
答数：建設業 198社，サービス業 498社）を
もとに，SPSS Statisticsを用いて統計解析を行
った[例えば，雑誌論文：4～6，学会発表：7]．
なかでも，文化次元に加え，組織の総合的な
学習面等での能力を示す組織ケイパビリテ
ィという新たな変数を独立変数に設定し，環
境面での成果および経済面での成果をそれ
ぞれ従属変数とする多変量解析を行ったと
ころ，文化次元および組織ケイパビリティが
環境と経済の両立に寄与していることなど
が明らかとなり[雑誌論文：4]，環境と経済の
両立のメカニズムをつかむことができた．一
方で④については，エネルギー需要の低減に
よる二酸化炭素排出量の発生抑制にネット
ワーク組織形態が一定の効果をもたらすと
いう前年度の予備的調査の知見を踏まえ，民
間企業に行ったインタビュー調査をもとに
言説分析を行い，そこでのマネジメント特性
を整理することができた[学会発表 5]．また上
場企業のリサイクル事業に焦点を当てて環
境と経済の両立要因をインタビュー調査し
た内容については，言説分析を通じて考察し
ている[学会発表 6]．そして⑤については，上
述のいずれの成果も海外の国際会議で公表
している． 
以上のとおり，最終年度となる平成 28 年
度までに，質問紙票（アンケート）調査とパ
ネルデータの回収，基礎的分析，そしてイン
タビュー調査と言説分析を用いた結果の基
礎的考察をおよそ終えることができ，概ね当
初の計画を遂行したといえる． 

 
4-3.《平成 28年度》の取り組みと成果 
最終年度となる当該年度は，主に以下のア
ウトプットを計画し，取り組んでいる．①回
収したパネルデータを用い，統計解析手法を
用いてより深く分析・考察すること，②環境
経営の構成要素には従来，温暖化対策，廃棄
物リサイクル，化学物質管理が 3本柱として
挙げられてきたが近年，生物多様性保護が注

視されつつあることから，これまで本研究で
は手つかずとなっていた同分野に焦点を当
てた研究を行うこと，③これらの研究で得ら
れたインプリケーションを広く国内外の学
会で発表し，論文として公表すること，であ
った． 
まず①については，これまで我々が蓄積し
た環境と経済の両立におけるタスク環境次
元，戦略次元などを加味しながら「環境保護
文化」という文化次元が重要な影響を及ぼし
ていることなどの成果を集約することがき
た[雑誌論文：1]．また製造業のみならず，サ
ービス業においても，企業の環境面での成果
と経済面での成果はおよそ逆 U 字の関係に
ある傾向が確認された[学会発表：1]．さらに
②については，欧米で蓄積されてきた生態系
保全と Biodiversity等に関する研究および，日
本の文化特性についての先行研究をもとに
フレームワークを構築しながら，生物資源を
扱う上場企業および研究機関との組織ケイ
パビリティの共有について我々が行ったイ
ンタビュー調査をもとに考察している[学会
発表：2]．このように③については，本研究
で得られた上述の成果を広く国内外に発信
することができた． 

 
4-4. 3カ年の研究の総括 
前述のとおり，本研究の最終目的は，環境
と経済を両立する組織とそうでない組織に
は，組織内の構造次元，戦略次元，文化次元
および，外部のタスク環境次元に差異がみら
れるという仮説のもと，特に文化次元を中心
に据えながら経済面での成果と環境面での
成果の因果関係を考察することであった．本
研究の特筆すべき成果は，①組織研究の学説
史を通じて，これまで自然環境がなぜ理論に
組み込まれてこなかったのかを明らかにす
るとともに，外部環境は社会環境と自然環境
とが明示的に区分されるべきであり，これら
と組織との関係を示す概念枠組みを提案し
ていること，②組織メンバーに共有された環
境保護に関する価値，信念の度合いを指す
「環境保護文化」という構成概念を提案し，
操作可能な変数として扱っていること，③主
にこの価値尺度と組織ケイパビリティ，外部
環境次元および戦略次元を用い，Porter 仮説
でいうところの環境と経済の両立の因果関
係を，限られたサンプルを通じてではあるが
定量的，定性的に検証したこと，にある．製
造業と同様，建設業，サービス業ともに分析
結果は総じて，環境と経済の関係は逆 U字型
をとる傾向がみられ，ある閾値を超えて環境
面での成果を高めようとしても経済面での
成果が得にくい傾向がおよそ確認された． 
 
 4-5. 今後の課題 
本研究で得た分析結果から，主に 2つのさ
らなる課題が生じた．これは，①我々が提示
した「環境保護文化」という構成概念は企業
全体の文化のうち，あくまで一つの次元と捉



えるのが妥当であり，Daniel Denison などが
指摘しているように，他の次元として「適応，
関わり合い，使命，一貫性」，「集団的，開発
的，合理的，階層的，安定的」といった項目
が既往研究で仮定されている．このことは，
文化は多層構造からなると理解することが
でき，これら各文化次元と「環境保護文化」
との相互作用関係を分析する必要があるこ
と，②昨今の新たな研究では組織文化に先行
する変数として「組織アイデンティティ」
（Organizational Identity）といった概念が注目
されており，同概念と組織文化の関係性の研
究の蓄積をもとに，総合的に組織の文化特性
内の相互作用関係を探求し，より実践的な環
境と経済の両立のメカニズムを紐解くうえ
で新たな地平を見出す必要性があること，で
ある．この課題は，平成 29 年度から平成 31
年度に採択された基盤研究 (C)課題番号
17K03870に引き継がれる． 
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